
」

単位当たり
コスト

227,326（円／人）
単位当たりコスト＝21’デフリンピック台北大会・22’バンクーバーパラ
リンピック大会派遣事業実績額／派遣者数＝79,337千円／349人

算出根拠

集計中 ―

(1949) （1949）

活動実績

（当初見込
み）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

指定強化事業の対象者数（延べ人数） 人
3116

計 507 831

平
成
2
3
・
2
4
年
度
予
算
内
訳

費　目 23年度当初予算 24年度要求 主な増減理由

日本障害者スポーツ協会 507 831 パラリンピックを目指すトップアスリートの強化活動費の増

―

（349） （130）

52,086（円／人）
単位当たりコスト＝21’指定強化事業実績額／対象者数＝162,300千
円／3116人

パラリンピック・デフリンピックへの派遣者数 人
294 349 集計中

－

活動指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

22年度
目標値

（　　年度）

本事業は、障害者スポーツの普及・啓発、パラリ
ンピック等の国際大会への選手の派遣、強化合
宿等の活動費の補助を行い、障害者の自立や
社会参加の推進を図ることを目的としているた
め、成果指標は示すことはできない。

成果実績 － － － － －

達成度

成果指標 単位 20年度 21年度

％ － －

執行率（％） 100% 100% 98%

執行額 141 320 251

計 141 320 256 507 831

繰越し等

24年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 141 320 256 507 831

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

①競技技術の向上等のための調査研究や情報収集・提供、スポーツの普及・啓発等を行う事業（補助率10/10）
②パラリンピック等の総合国際競技大会への派遣や強化合宿等を行う事業（20年度～）（補助率2/3）
③総合国際競技大会においてメダル獲得が有望である選手を指定し強化するための活動費等の助成を行う事業（21年度～）（補
助率10/10）
を実施するのに必要な補助金を交付する。

実施方法 □直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　■補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

障害者基本法、障害者基本計画、重点施策実施５か年計画

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　障害者スポーツに係る普及・啓発、調査研究、情報収集・提供、パラリンピック等の国際大会への派遣などの選手強化等の総合
的な振興事業を行い、障害者がスポーツを通じて生活を豊かにするとともに、国民の障害者に対する理解と関心の高揚を図り、障
害者の社会参加の一層の促進に資することを目的とする。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和38年度 担当課室 企画課自立支援振興室 君島淳二

会計区分 一般会計 施策名

Ⅳ－７－１
障害者の生活の場、働く場や地域における支援体制を整備し、
障害者の地域における生活を支援するとともに、自殺対策を推
進する

事業番号 0461
　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

事業名 身体障害者体育等振興 担当部局庁 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部 作成責任者



上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

-

補記　（過去に事業仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

現
状
通
り

平成２３年６月に成立した「スポーツ基本法」では、障がい者スポーツを含むスポーツの推進を国策として行うことを柱としており、本
事業の必要性や執行の観点からも適切であり、引き続き効率的な執行に努めること。

○ 類似の事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○当該補助金は、事業実績報告書により、具体的な使途を把握しており、適正に執行されている。

○障害者基本法においては、「国及び地方公共団体は、障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるようにするため、施設、
設備その他の諸条件の整備、スポーツ等に関する活動の助成その他必要な施策を講じなければならない」とされ、国が必要な施策を講じる
ことが明記されている。近年は、世界的にトップアスリートの競技レベルが向上する中、パラリンピック等の国際競技大会で通用する日本代
表選手の育成のため、国内のトップアスリートの競技レベルの向上が強く求められている。
このような中、平成２２年８月には「スポーツ立国戦略」が策定されるとともに、平成２３年６月には「スポーツ基本法」が成立し、障害者スポー
ツを含むスポーツの推進を国策として行うことを柱としているところ。
今後は、スポーツ基本法第２５条第１項において、「国は、優秀なスポーツ選手を確保し、及び育成するため、スポーツ団体が行う合宿、国際
競技大会又は全国的な規模のスポーツの競技会へのスポーツ選手及び指導者等の派遣、優れた資質を有する青少年に対する指導その他
の活動への支援、スポーツ選手の競技技術の向上及びその効果の十分な発揮を図る上で必要な環境の整備その他の必要な施策を講ずる
ものとする。」とされていることも踏まえ、必要な対応を検討する必要がある。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

－
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
ではないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 特記事項



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

厚生労働省 

２５１百万円 

Ａ．(財)日本障害者スポーツ協会 

２５１百万円 

（２２年度実績見込の例） 

（注）計数は各欄で端数処理（四捨五入）している。 

（障害者スポーツに係る普及・啓発、バンクーバーパラリンピッ

クへの選手団派遣、強化合宿等に要する経費の補助） 

Ｂ．(財)日本

アンチドーピ

ング 

機構 

４百万円 

Ｃ．人材派遣 

会社２社 

（株式会社） 

６百万円 

（補助） 

（ドーピング検査） （職員派遣） 

（普及・啓発、バンクーバーパラリンピックへ

の選手団派遣、強化合宿等の実施） 

（随意契約） （随意契約） 

Ｄ．（財）全日

本 

ろうあ連盟 

１３百万円 

（冬季デフリンピック・ 

ハイタトラス大会 

日本選手団派遣事業） 

Ｅ．２６競技団

体 

２８百万円 

（広州２０１０アジアパ

ラ競技大会、冬季デフ

リンピック・ハイタトラス

大会日本選手団強化

合宿事業） 

Ｆ．４８競技団

体 

１０９百万円 

（指定強化選手・競技

団体国内外強化活動、

海外コーチ招聘事業） 

（助成） （助成） （助成） 



計 13 計 0

旅費 日本選手団派遣 13

D.（財）全日本ろうあ連盟 H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 6 計 0

人件費 情報収集・提供事業担当派遣職員等 6

C.人材派遣会社 G

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 4 計 109

その他 諸謝金、会議費、賃金、雑役務費　等 23

検査費 ドーピング検査 4 旅費 国際大会日本選手団強化合宿 86

B.（財）日本アンチドーピング機構 F.４８競技団体

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 251 計 28

諸謝金 委員等謝金 1

通信運搬費 切手代、宅配料等 2

雑役務費 分析料等 4

借料及び損料練習会場使用料 4

その他 賃金、印刷製本費、会議費等 12

人件費 事業部門 25

旅費 国際競技大会等参加旅費 43 その他 諸謝金、会議費、賃金、雑役務費　等 2

金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

委託料 ドーピング検査、人材派遣、国際競技
大会日本選手団派遣経費等

160 旅費 国際大会日本選手団強化合宿 26

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（財）日本障害者スポーツ協会 E.２６競技団体

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

1 （財）日本アンチドーピング機構 アンチ・ドーピング事業競技会外検査 4 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本障害者スポーツ協会 障害者スポーツに係る普及・啓発、バンクーバーパラリンピックへの選手団派遣、強化合宿等に要する経費の補助 251

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 株式会社Ａ 情報収集・提供事業担当派遣職員 3 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 （財）全日本ろうあ連盟 冬季デフリンピック・ハイタトラス大会日本選手団派遣事業 13

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ２６競技団体 広州２０１０アジアパラ競技大会、冬季デフリンピック・ハイタトラス大会日本選手団強化合宿事業 28

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 ４８競技団体 指定強化選手・競技団体国内外強化活動、海外コーチ招聘事業 109

2 株式会社Ｂ 調査研究事業担当派遣職員 3 随意契約


